
調査計画 

１ 調査の名称（□特定一般統計調査 ■その他の一般統計調査） 

  地域児童福祉事業等調査（市町村事業票） 

２ 調査の目的 

  この調査は、保育を中心とした児童福祉事業に対する市町村の取組などの実態を把握し、多様化した 

需要に的確に対応した児童福祉行政施策を推進するための基礎資料を得ることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 □企業・法人・団体 ■地方公共団体 □その他） 

 市町村（特別区含む） 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

1,741市区町村（令和５年４月１日現在の数値） 

（２）報告者の選定方法（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出）

 調査対象の範囲に示した地方公共団体の全数を報告者とする 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

保育所定員の弾力化の状況、短時間勤務の保育士の導入状況、保育料の収納事務の私人への委託

状況、子育て支援に関する情報提供の状況 等 

  〔集計しない事項の有無〕 ■無 □有 

（２）基準となる期日又は期間 

 令和５年10月１日現在 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

 こども家庭庁－都道府県－報告者（市町村（指定都市及び中核市を除く。）） 

 こども家庭庁－報告者（指定都市及び中核市） 
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（２）調査方法 

□郵送調査 ■オンライン調査(□政府統計共同利用システム □独自のシステム ■電子メー

ル) 

□調査員調査 □その他（       ） 

  〔調査方法の概要〕 

こども家庭庁は、都道府県を通じて、又は直接、市町村にオンライン（ＬＧＷＡＮ）で調査票を

配布する。市町村は、調査票に記入の後、都道府県を通じて、又は直接、オンライン（ＬＧＷＡ

Ｎ）でこども家庭庁に調査票を提出する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

   □１回限り □毎月 □四半期 □１年 □２年 ■３年 □５年 □不定期 □その他（  ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：令和２年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限  令和５年９月中旬～11月中旬 

 

８ 集計事項 

  別添「地域児童福祉事業等調査結果表一覧」のとおり 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物 □閲覧） 

こども家庭庁ホームページ及び政府統計の総合窓口（e-stat）に掲載する。 

（３）公表の期日 

   令和６年10月までに公表する。 

    

10 使用する統計基準 

  □使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（         ） 

  ■使用しない 

  本調査では、調査内容に鑑みて、現在設定されている統計基準を使用する余地が乏しいため、調査対 

象の範囲の画定や統計の表章に統計基準を使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 
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・記入済み調査票： こども家庭庁で取得した日の属する年度の翌年度の始期から１年 

・調査票の内容を記録した電磁的記録媒体： 常用 

（２）保存責任者 

成育局保育政策課長 
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総括表
市町村数－保育所がある市町村数（再掲），都道府県、保育所定員の弾力化の認可状況－短時間勤務の保育士の導
入状況－保育料の収納事務の私人への委託状況別

（保育所定員の弾力化）

第１表 保育所がある市町村数－市町村の割合，都道府県、保育所定員の弾力化の認可状況・実施状況別

第２表 保育所がある市町村数－市町村の割合，人口規模、保育所定員の弾力化の認可状況・実施状況別

第３表 保育所定員の弾力化を実施している保育所数－保育所の割合，都道府県、公営－私営別

第４表 保育所定員の弾力化を実施している保育所数－保育所の割合，人口規模、公営－私営別

第５表
保育所定員の弾力化を実施している保育所数，都道府県、公営－私営、定員－入所児童数－定員に対する入所児童
の比率別

第６表
保育所定員の弾力化を実施している保育所数，公営－私営、人口規模、定員－入所児童数－定員に対する入所児童
の比率別

第７表 保育所定員の弾力化を認めている市町村数－市町村の割合，都道府県、公営－私営、認めている率の上限の階級別

第８表 保育所定員の弾力化を認めている市町村数－市町村の割合，人口規模、公営－私営、認めている率の上限の階級別

第９表
保育所定員の弾力化を実施している保育所のある市町村数，都道府県、定員に対する入所児童の比率の階級、公営
－私営別

第10表
保育所定員の弾力化を実施している保育所がある市町村数，公営－私営、人口規模、定員に対する入所児童の比率
階級別

第11表
第11表　保育所定員の弾力化を認めている市町村数－市町村の割合，都道府県、令和３年４月１日から令和５年９月30
日の間における「定員を超えている状況が恒常的な保育所」の状況・定員の増員を行った保育所の状況別

第12表
第12表　保育所定員の弾力化を認めている市町村数－市町村の割合，人口規模、令和３年４月１日から令和５年９月30
日の間における「定員を超えている状況が恒常的な保育所」の状況・定員の増員を行った保育所の状況別

第13表
第13表　令和３年４月１日から令和５年9月30日の間における「定員を超えている状況が恒常的な保育所」について、定
員の増員を行った保育所数－令和５年10月１日現在、定員を超えている状況が恒常的な保育所数，都道府県別

第14表
第14表　令和３年４月１日から令和５年9月30日の間における「定員を超えている状況が恒常的な保育所」について、定
員の増員を行った保育所数－令和５年10月１日現在、定員を超えている状況が恒常的な保育所数，人口規模別

第15表 保育所定員の弾力化を認めていない市町村数－市町村の割合，都道府県、今後の予定別

第16表
保育所定員の弾力化について現在検討中及び認める予定なしの市町村数－市町村の割合，都道府県、現在認めてい
ない理由（複数回答）別

第17表 保育所定員の弾力化を認めていない市町村数－市町村の割合，人口規模、今後の予定別

第18表
保育所定員の弾力化について現在検討中及び認める予定なしの市町村数－市町村の割合，人口規模、現在認めてい
ない理由（複数回答）別

（短時間勤務の保育士の導入）

第19表 保育所がある市町村数－市町村の割合, 都道府県、短時間勤務の保育士の導入の認可状況・実施状況別

第20表 保育所がある市町村数－市町村の割合, 人口規模、短時間勤務の保育士の導入の認可状況・実施状況別

第21表 短時間勤務の保育士を導入している保育所数－保育所の割合，都道府県、公営－私営別

第22表 短時間勤務の保育士を導入している保育所数－保育所の割合，人口規模、公営－私営別

第23表
短時間勤務の保育士を導入している保育所数，都道府県、公営－私営、短時間勤務の保育士数－１保育所当たりの平
均短時間勤務保育士数別

第24表
短時間勤務の保育士を導入している保育所数，人口規模、公営－私営、短時間勤務の保育士数－１保育所当たりの平
均短時間勤務保育士数別

第25表 短時間勤務の保育士を導入していない市町村数－市町村の割合，都道府県、今後の予定別

第26表
短時間勤務の保育士の導入について現在検討中及び導入する予定なしの市町村数－市町村の割合，都道府県、現在
導入していない理由（複数回答）別

地域児童福祉事業等調査の結果表（市町村事業票）
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第27表 短時間勤務の保育士を導入していない市町村数－市町村の割合，人口規模、今後の予定別

第28表
短時間勤務の保育士の導入について現在検討中及び導入する予定なしの市町村数－市町村の割合，人口規模、現在
導入していない理由（複数回答）別

（保育料の収納事務の私人への委託）

第29表 保育所がある市町村数－市町村の割合，都道府県、保育料の収納事務の私人への委託状況別

第30表 保育所がある市町村数－市町村の割合，人口規模、保育料の収納事務の私人への委託状況別

第31表
保育料の収納事務を私人へ委託している及び委託する予定の市町村数－市町村の割合，都道府県、委託（予定）先
（複数回答）別

第32表
保育料の収納事務を私人へ委託している及び委託する予定の市町村数－市町村の割合，人口規模、委託（予定）先
（複数回答）別

（子育て支援に関する情報提供）

第33表 子育て支援に関する情報提供を実施している市町村数－市町村の割合，都道府県、情報提供の方法（複数回答）別

第34表 子育て支援に関する情報提供を実施している市町村数－市町村の割合，人口規模、情報提供の方法（複数回答）別

第35表
子育て支援に関する情報提供を実施している市町村数－市町村の割合，都道府県、情報提供の内容（複数回答）・情報
提供の方法（複数回答）別

第36表
子育て支援に関する情報提供を実施している市町村数－市町村の割合，人口規模、情報提供の内容（複数回答）・情報
提供の方法（複数回答）別

（参考表）

参考表第１表 市町村数－保育所のある市町村数,都道府県、公営－私営別
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